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2022 年 12 月 22 日に開催された第４回地域ゼロカーボン WG 会合の分科会③「地域資源

をどのように把握・活用するか」において、福井先生から、中部大学の岐阜県恵那市と

の地球温暖化対策実行計画の策定支援をはじめ、様々な地域連携の取組をご紹介いただ

きました。本インタビューではそれをさらに掘り下げ、ESD・SDGs に力を入れた取組、

GIS を活用したデジタルアース研究、学生と行政職員による問題解決型学習構想などな

ど、幅広いお話を伺いました。 

 

 

 
写真１. 中部大学 福井弘道先生（国際 GIS センターにて） 

 

- 昨年 10 月の日経 SDGs フェスの福井先生のご発表を拝見しました。 

日経 SDGs フェス in どまんなか【DAY2】デジタルアースで考える「社会―生態システ

ム」の持続可能性 ー中部大学恵那 SDGs 先端研究拠点の取組みー 

中部大学（国際 GIS センター）主導で 2011 年から実施されているデジタルアース研究

が、2014 年からは、文部科学大臣が指定する共同利用・共同研究拠点として、毎年 40

～50 機関・団体の 100 名規模の研究者との連携の下、地域の気候変動や温暖化への対

策を研究する共通のプラットフォームになっていることがよくわかりました。恵那市

SDGs 未来都市計画にも中部大学との連携が随所に示されていて、これがデジタルアー

ス研究の実装の場になっており、恵那キャンパスが、その知見を、恵那市を含む東農

https://channel.nikkei.co.jp/domannaka2022/20221007domannaka_day2_12.html
https://channel.nikkei.co.jp/domannaka2022/20221007domannaka_day2_12.html
https://www.city.ena.lg.jp/soshikiichiran/machizukurikikakubu/kikakuka/1/2/1/SDGs/9690.html
https://www.city.ena.lg.jp/soshikiichiran/machizukurikikakubu/kikakuka/1/2/1/SDGs/9690.html
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5 市に普及していく連携拠点になっていると理解しました。個人的には、伊勢・三河

湾流域圏を対象地域とした中部 ESD 拠点もいい枠組みだなと思いました。これを踏ま

えて、質問をさせてください。 

 

- まず、3枚スライド（図 1）にて、「地域連携における課題」として、「学生の参加を

どのように促進するか」「その支援のための仕組みと制度設計が必要」とありますが、

これについて中部大学ではどのように取り組まれていますか？ また、課題として「研

究だけでなく社会実装に重点をおく姿勢とその評価の仕組み」があげられています。

これについてもどのように取り組まれているか、今後どのようにする計画か、教えて

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 中部大学の 3枚スライドの 1枚目 

出所：中部大学 

 

福井先生：中部大学には、本日お越しいただいた春日井のメインキャンパスの他に、学生

が研修やフィールドワーク拠点として利用する恵那キャンパスがあり、約 11,000 人の学

生が在籍しています。本学は 1964 年に中部工業大学として開学し、工学系中心だったの

が、1984年に経営情報学部（経営情報学科）、国際関係学部（国際関係学科・国際文化学

https://uccn2050.jp/cms/wp-content/uploads/2022/10/chubu-ac.pdf
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科）が設置され、「中部大学」に名称を変更しました。その後も学部は増え、今では 7 学

部―からなる総合大学で、2023 年 4 月には新しく理工学部ができ 8 学部 27 学科となる予

定です。これらの 8 学部がすべて春日井メインキャンパスにあり、自ずと文理融合の取組

みが進んでいます。工学系をはじめとして、大学のモットーである「不言実行」に表れて

いるように、実学重視の傾向が強く、まじめな学生が多いです。 

本学では、2009 年に国際 ESD センターが発足し、最初はそこでステークホルダーとのパ

ートナーシップ等に取り組んでいましたが、SDGs 主流化の流れを受けて、これが 2019 年

に国際 ESD・SDGs センターと名称を変更し、学部横断の「ESD・SDGs シンポジウム」を開

催したり、学生による「ESD・SDGs 研究・活動発表会」でその活動を表彰したりするなど

しています。（参照：「学生 x SDGs」、「研究 x SDGs」、「地域 x SDGs」、「国際連

携」） 

2007 年には中部大学を幹事機関とする中部 ESD 拠点（RCE Chubu）が設立され、これが国

連大学の RCE 認定も受け、伊勢・三河流域圏（愛知・岐阜・三重県をほぼカバーする範

囲）を対象とした ESD 推進に力を入れています（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 伊勢・三河流域圏を対象とした活動イメージ 

出所：中部 ESD 拠点ホームページ 

 

https://www.chubu.ac.jp/research/institute/esd-sdgs/
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/event.html
https://www.isc.chubu.ac.jp/esd/custom14.html
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/students.html
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/resarch.html
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/community.html
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/international.html
http://www.isc.chubu.ac.jp/esd/international.html
http://chubu-esd.net/
http://chubu-esd.net/%E4%B8%AD%E9%83%A8esd%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%8C%E3%82%81%E3%81%96%E3%81%99%E3%82%82%E3%81%AE%EF%BD%9E%E5%A4%9A%E6%A7%98%E3%81%AA%E9%80%A3%E6%90%BA%E3%83%BB%E5%8D%94%E5%83%8D%E3%81%8C%E7%94%9F/
http://chubu-esd.net/%E4%B8%AD%E9%83%A8esd%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%8C%E3%82%81%E3%81%96%E3%81%99%E3%82%82%E3%81%AE%EF%BD%9E%E5%A4%9A%E6%A7%98%E3%81%AA%E9%80%A3%E6%90%BA%E3%83%BB%E5%8D%94%E5%83%8D%E3%81%8C%E7%94%9F/
http://chubu-esd.net/%E4%B8%AD%E9%83%A8esd%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%8C%E3%82%81%E3%81%96%E3%81%99%E3%82%82%E3%81%AE%EF%BD%9E%E5%A4%9A%E6%A7%98%E3%81%AA%E9%80%A3%E6%90%BA%E3%83%BB%E5%8D%94%E5%83%8D%E3%81%8C%E7%94%9F/
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他にも、中部 ESD 拠点が主催する「中部サステナ政策塾」では、持続可能性に関する政策

を学び、地域と世界の持続可能な発展に寄与する活動を企画・立案・推進できる広義のポ

リシーメーカー（政治家・行政官・NGO・起業家・コンサルタントなど）の育成を目的に、

毎回、行政職員や若手の議員などを招聘して、20～30 歳代の教員、企業人、大学生、NGO

職員などを対象に講座を開いています。 

このような形で、各学部のいろいろな取組みを ESD・SDGs 活動と位置付けて、教員や学生

に参加してもらっていますが、現時点では各研究室のボランティアベースの活動になって

いるので、これを共通の単位認定として制度化しようということになりました。「SDGsの

学際専攻」という制度を設け、今年度（2022 年度）は試験的に導入し、来年度（2023 年

度）から本格的に運用していく予定です(図３)。 

 

 

図３ 文理融合を活かした SDGs 教育研究環と SDGs 学際専攻 

http://sustena-policy.jpn.org/cn4/pg33.html
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また、文部科学省の大学設置基準が改定されたことで、カリキュラムポリシー等において、

本当に必要な科目を精選しようと取り組んでいます。その中で主要科目に SDGs 関連を組

み入れていくということもあり得るかなと思います。全学が見直しを行っているところで、

学生にとって、SDGsの活動に参加したことがメリットになるようにできればいいなと考え

ています。 

行政職員のリスキリングと学生の問題解決型学習構想 

- 3 枚スライドにて、「多様なステークホルダーのリスキリングにも取り組んでいる」

旨書かれていますが、どのような形で実施されているのですか？ 

 

福井先生：行政職員の方が大学へもう一度来て学びなおすリスキリングとして、学生と一

緒に授業や研究活動を行う場を積極的につくっています。今後は学生が行政の現場に行っ

て、職員の方と一緒に実際の行政問題の解決に取り組むような問題解決型学習を、恵那キ

ャンパスを中心に進められないかと考えています。 

また、本学では 2011 年に国際 GIS センターが設置されてから春日井市とは綿密に連携し

ており、同市職員と月に一度程度の GIS（Geographic Information System:地理情報シス

テム）勉強会を 10 年以上継続しています。だんだん皆さん使いこなされてきて、行政デ

ータを GIS で解析し、実際のケースで使えるということが見えてきて、行政の課題解決に

結びつきつつあります。 

- 行政では、どうしても人事異動が 2～3年スパンであると思いますが、その中でも継続

的に進められているのでしょうか？ 

福井先生：そうですね、もちろんメンバーの入れ替わりはありますが、継続的に進んでい

ます。特に、若手の職員の方々が意欲的に取り組んでおられますね。こうした取組みを愛

知県江南市でもやりたいということで、連携協定の話し合いをしているところです。 

- 恵那キャンパスの SDGs 先端研究拠点が実証・実装の場となっていて、「地域の主体的

で持続的な参加」を引き出すための実験場となっていると思われますが、これまでど

のような成果が得られましたか？ 

 

福井先生：本学の恵那キャンパスには 200 人程度収容できる宿泊施設付きの研修センター

があり、新入生はそこにオリエンテーション研修などで宿泊します。これをもっと積極的

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/index_00001.htm
http://gis.chubu.ac.jp/
https://www.chubu.ac.jp/student-life/facilities/ena/about/
https://www.chubu.ac.jp/student-life/facilities/ena/about/
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に活用できないかということで、例えば、恵那市とも連携して、キャンパスを拠点に再生

可能エネルギーを考える等の活動を検討しています。既に進んでいる取組みとしては、恵

那市内のバイパス道建設に伴い、生物多様性の観点で、あの辺りは保全すべき貴重な植物

が多いので、キャンパスの中に「リフュージア（生物の避難場所）」を作って、恵那市の

市民の方々に自然観察していただけるようにしています。また、今考えているのは、自然

エネルギーに関連して、営農型太陽光発電の実験地としての活用や、バイオマス発電にお

いて、森林からの木質チップの利用だけではなく、下水汚泥や農業残差、食品廃棄物等を

集めてバイオガス化することを、大手電力会社等と一緒に検討しているところです。 

GIS に関して申し上げますと、災害対応・国家レジリエンスにおいて GIS がよく使われて

おり、本学でも 2016 年に名古屋市と「地理情報システム等を活用した防災・減災対策に

関する相互連携協定」を締結して、危機管理センターの設計や運用に関わっています。そ

れと近いものの導入を、岐阜県の東濃 5 市（多治見市、土岐市、瑞浪市、恵那市、中津川

市）を対象に試みたり、いろいろな社会実験的な取組みの拠点として恵那キャンパスを活

用しようとしています。本学には東濃 5 市出身者も多いので。春日井キャンパスから学部

を移すことは分散にもなってしまうのであまり考えておらず、現在のところ恵那キャンパ

スは実習地としての位置付けです。 

- 3 枚スライドの中で「歴史と自然を生かした新しい中山間地域」と書かれていました

が、具体的にどのような構想で、どのような活動をされていますか？ 

福井先生：現在、里山・森林の DX・GX について構想しているのですが、その中で考えて

いるのは、恵那キャンパスに新しく高等専門学校（高専）をつくれないかということです。

恵那キャンパスの環境を生かした、フォレスターやレンジャーなどを養成する高専の設立

構想を、JST 地域共創の場プログラムへの提案書には書いています。それができれば、中

学校を卒業した若者たちに 5 年間の一貫教育ができ、卒業後に大学で学びたい学生やその

先に大学院進学を目指す学生に中部大学に来てもらうこともできますし。近隣に農業高校

や窯業を学べるような陶磁科学芸術科やセラミック工学科を有する高校はあるのですが、

大学進学の段階になると全国に散らばってしまうのが現状です。まだ構想段階ではありま

すが、芸術系の技術を本格的に身に着けようとすると 10 年スパンで考えないといけない

ので、高等教育機関である高専を設ければ、その下地ができるかなと思っています。 

https://www.chubu.ac.jp/about/collaboration/
https://www.chubu.ac.jp/about/collaboration/
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恵那市は、元々、中山道の宿場町で、今でも恵那市の小学校では、江戸の昌平坂学問所の

所長も務めた、岩村藩の佐藤一斎の言志四録を学ぶんですよ。このようなリベラルアーツ

的な風土も、高大連携から一歩進んだ現代の実学として、高専設立を構想した背景にある

かもしれません。 

- デジタルアース研究の成果が、これら地域連携の共通のツールとなり、プラットフォ

ームとして活用されていると思われますが、これまで具体的にどのような使われ方を

され、今後どのように活用される予定ですか？  

 

福井先生：国際 GIS センターでは、2014 年にデジタルアース研究（図 3）が、「問題複合

体を対象とするデジタルアース研究拠点」として、文部科学省共同利用・共同研究拠点の

指定を受けています（一期 6 年、現在は二期目）。全国の共同利用・共同研究拠点からハ

ブとなる拠点を選定し、他の機関とネットワークを形成して新たな学際領域をつくるとい

う事業が、来年度から新しく予算化されスタートしますが、国際 GIS センターのデジタル

アース研究がハブになって、どういう領域と連携できるかということを検討しています。

生態学もその一つで、生態学者は第一級の自然や、人間の手がかからない自然の状態を研

究されている方が多いですが、今や「人新世」の時代で、自然には人間の手が加わり、そ

の人間もシステムの変数の中に入れた研究をしようとしており、そのようなコンテクスト

の中に里地里山もあると思います。以上が、恵那 SDGs先端研究拠点（図 4）の活動という

位置づけになります。 

 

 

https://www.env.go.jp/nature/satoyama/top.html#:%7E:text=United%20Nations%20University-,%E9%87%8C%E5%9C%B0%E9%87%8C%E5%B1%B1%E3%81%A8%E3%81%AF,%E7%B6%AD%E6%8C%81%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A6%E3%81%8D%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82
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図４ 国際 GIS センターのデジタルアース研究の概要 

出所：「日経 SDGs フェス inどまんなか【DAY2】デジタルアースで考える「社会―生態シ

ステム」の持続可能性 ー中部大学恵那 SDGs 先端研究拠点の取組みー」発表資料より 

 
図 5 恵那 SDGs 先端研究拠点の概要 

出所：「日経 SDGs フェス inどまんなか【DAY2】デジタルアースで考える「社会―生態シ

ステム」の持続可能性 ー中部大学恵那 SDGs 先端研究拠点の取組みー」発表資料より 

 

カーボンニュートラル（CN）ということでは、2022年 3月に恵那市は「ゼロカーボンシテ

ィえな宣言」をしました。その 2030 年を目標年とした地球温暖化対策実行計画策定に関

する地域再生可能エネルギー導入目標策定事業委託業務を中部大学が受託し、排出源・吸

収源に関する調査をしました。さらに、現在は脱炭素先行地域の指定を受けようと働きか

けているところです。脱炭素先行地域に指定されるには、2030年までに民生部門の電力消

費に伴う CO2 排出の実質ゼロを達成するという条件があり、その対象は地域全域でなくと

も構わないのですが、我々の試算では、地域全域としても達成可能という結果が出ていま

す。CO2 排出量は特定事業所からのものが多いのですが、環境省の積上げ方式ですと実態

に合わない数値になってしまうので、省エネ法に基づく報告データを集計したりして、排

出の実態を把握することから始めました。 

あとは、J-クレジット制度を含めて吸収源をどのように考えていくかということですね。

岐阜県も県独自の森林吸収クレジット制度（G-クレジット（仮称））の施行を 2023 年 10

月に予定しています。岐阜県立森林文化アカデミー学長でもあり、本学の学事顧問でもあ

る涌井史郎さんが中心になった検討会を県林政部が立ち上げ、森林活用推進課森林吸収源

https://www.city.ena.lg.jp/kurashi_tetsuzuki/gomi_kankyo/shien_torikumi/9628.html
https://www.city.ena.lg.jp/kurashi_tetsuzuki/gomi_kankyo/shien_torikumi/9628.html
https://japancredit.go.jp/
https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/331548.pdf
https://www.forest.ac.jp/
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対策室が事務局となり、G-クレジットの制度設計を検討しています。中部大学では、リモ

ートセンシングや GIS、ドローンを使って、3 次元で森林の材積を推計したりしています。

また、恵那キャンパスでも実際に間伐も行っています。 

他方で、ロボティクスの分野では、森林総合研究所とソフトバンクが、ボストン・ダイナ

ミクス社製の 4 足歩行ロボットを活用して、スマート林業とゼロエミッションの実現に向

けた実証実験を行っていますが、私たちも具体的に林業を支援できるような「林業ロボッ

ト」のようなものを考えていて、現状は残置されたままになっている間伐材を、林業ロボ

ットが集めて運んで来るようになればいいなと思っています。どうしても林業は事故が多

い業態ですしね。今は、自伐型林業など新しい林業形式がいろいろありますが、その辺り

も含めて、DXを活用したいですね。また、このような先進技術の活用によって、林業事業

者の安全を確保するのみならず、業務の効率化や多角化を図って全体で現在の林業分野の

平均年収を引き上げることができるのではないかと考えています。これによって、林業分

野への就労が進めば、地域の活性化にもつながるのではないでしょうか。また高専を卒業

した若いフォレスターたちの雇用にもつながればいいなと思います。 

 

 

- 3 枚スライドにも、新しい中山間地域における脱炭素先行地域として、「地域の再エ

ネ最大限の導入計画」「地域炭素マッピング」「災害に強いレジリエントな地域社会」

といった方向性を示されてましたね。 

 

福井先生：恵那市長も積極的に「中山間地域が変わらないといけない」と考えておられま

す。CN を一つのきっかけとして、中山間地域をターゲットに、生物多様性と CN を同時達

成して、災害に強い地域社会を大学等コアリションの大学連携で実現できないかと考えて

います。 

 

- お話を伺っていて、やはり中部大学は 10 年以上続く国際 GIS センターをお持ちなのが

強みだと感じます。 

 

福井先生：そうですね。GISは例えば行政DXの要といえるものです。またプラットフォー

ムなので、AIや画像処理を GISと連動させ、例えば、災害時の洪水の冠水域や斜面崩壊の

エリアを機械学習でいち早く特定するということは、AIですでにやっていますが、さらに、

人を介する形でロボティクスも加わって展開できるといいなと思います。そこに若い人材

もちゃんと入っていけるように、高専のフォレスター養成クラスで DX を学ぶことができ

るようにしたいですね。 

 

- ここで冒頭のお話と繋がるわけですね。やはり私立大学ならではの、活動のやりやす

https://japan.cnet.com/article/35189665/
https://japan.cnet.com/article/35189665/
https://japan.cnet.com/article/35189665/
https://zibatsu.jp/about
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さ、ということもあるのでしょうか？ 

 

福井先生：本学の飯吉厚夫理事長は、核融合科学の専門家で、慶應義塾大学大学院工学研

究科博士課程修了後、米国プリンストン大学のプラズマ物理学研究所客員研究員、慶応義

塾大学工学部助教などを経て、京都大学工学部教授、核融合研究所の初代所長のご経歴が

あり、私立大学と国立大学の両方の組織運営の事情をよくご存じです。私立大学でも様々

な分野で研究は活発であり、共同利用共同研究拠点を持てるようにしたいという、理事長

の強い思い入れによる後押しがありました。また、デジタルアース研究で、文部科学省共

同利用・共同研究拠点を受けた背景には、文部科学大臣が認可したセンターであれば、途

中で学内環境が変わったとしても研究センターが潰されることはないだろう、というご判

断もあったのではないかと思います。、私学ならではの自由・闊達さは私も飯吉理事長と

意を同じにしているので、「じゃあ高専も考えてみようか」という話にもスムーズに展開

しました。余談ですが、飯吉理事長とは、同じ慶応大学山岳部というつながりもあります。 

 

また、現在私が所長を務めている中部高等学術研究所（中高研）もユニークな研究機関で、

1996年に学部に属していない大学直属の研究所として、また私立大学では日本初の大学の

学部を横断する共同利用研究所として設置されました。「持続可能性」を基盤にした「学

問の再構築」を目標に、文理融合研究を展開しており、国際 ESD・SDGs センターおよび国

際 GIS センターは、当研究所の附置センターとして開設されています。初代所長は社会学

者の加藤秀俊先生、二代目所長は国際政治学者で「人間の安全保障―国家中心主義をこえ

て」の著者である武者小路公秀先生です。人間の安全保障という観点において、国際 GIS

センターが全面サポートして、本学の客員教授高須幸雄先生等が「SDGsと日本―誰も取り

残されないための人間の安全保障指標」という書籍を出版しました。日本社会で「誰がど

こでどう取り残されているか」を把握するため、「日本の人間の安全保障指標」として90

あまりの客観的指標を選定し、課題を可視化することによって、どのような改善が必要と

されているかを提言しています。 

 

このように、GIS を活用した SDGs の指標をつくる取組みとして、さらに必須変数

（Essential variable）という考え方に基づいて、地球観測に関する政府間会合（GEO）

のワーキンググループの一つで、例えば、気象や陸域生態系を決定する必須の変数をデジ

タルアースに投入し、可視化しするといった、必須 SDGs 変数（Essential SDGs variable）

の構築も行っています。 

 

GIS の活用には、System（データ・システム構築）、Science（科学的分析）、Service

（サービス化）という 3 ステップがあります。社会人向けの GIS のリスキリングにおいて

も、この習得に努めてもらっています。 

http://de18.digitalasia.chubu.ac.jp/
https://www.akashi.co.jp/book/b488500.html
https://www.akashi.co.jp/book/b488500.html
https://earth.jaxa.jp/ja/application/cooperation/geo/index.html
https://earth.jaxa.jp/ja/application/cooperation/geo/index.html
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インタビューを終えて： 

福井先生はもともと地球科学専攻でしたが流域管理や環境アセスを専門とされ、そこ

から GIS の活用に展開し、地域連携にもつながっているとのことで、目線が地域主体で

一貫していることがわかります。春日井市との月一回の勉強会も 10 年以上継続され、

GIS が行政サービスにも活かされてきているとのこと。それをさらに恵那キャンパスを

中心とした東濃 5 市にも展開されようとしていて、その地域資源である森林資源の活用

のため、林業と DX を掛け合わせ、さらに新たに高専の立ち上げによりフォレスターの

養成も思い描いているとのこと（多足歩行ロボによる残置間伐材の搬出も、林業従事者

が減少するなか、求められるサービスだと思いました）。8学部 11,000人の学生が集う

春日井キャンパスも魅力的ですが（最寄りの JR 神領駅のバス停では、毎朝学生の行列

ができるそうですが）、200 人の宿泊施設を抱える恵那キャンパスを保有していること

も中部大学の強みと思われます。福井先生はそこの恵那 SDGs 先端研究拠点長であり、

さらに国際 GIS センター長、中部高等学術研究所の所長、一般社団法人環境創造研究セ

ンターの理事長、そして中部大学の副学長でもあり、藤岡知夫蝶類コレクション（約22

万頭の標本が約 1,700 箱に収められていて、それを一つ一つ名和昆虫博物館の名和館長

らと地理的分布や斑紋変容の解析のためにデジタルアーカイブ化しているそうです）の

管理もされていて、多様な役回りが多く、いやはや、身体がもつのかなと心配になりま

した。 

インタビュー当日は、そんな超多忙な福井先生に、国際 GIS センターでのデモも含め

（さらに同センター地下にある藤岡コレクションのギフチョウの標本も見せていただ

き）、3時間弱もお付き合いいただきました（ありがとうございました）。自治体CNを

支援する Drawdown Japan など多様な GIS アプリのデモを拝見して（杉田先生とベトナ

ムからの留学生のファンさんにもお世話になりました）、これは何にでも応用可能なこ

とがわかりました。現に、2023 年 2 月 20～21 日に予定されているデジタルアース共同

利用・共同研究拠点の成果報告会のテーマを見ると、農業利用、森林の樹種判定、新型

コロナウィルス、LiDARによる 3Dデジタルマッピング、公衆衛生、空き家調査、急峻地

形、活断層、地震災害予測など、その適用が多岐にわたるのが見て取れます。共同利

用・共同研究拠点の名のとおり、共同研究の発表者 23 名（！）のすべてが中部大学以

外の大学や研究所になっています。こういった知見を横断的に、さらに集約的に見れる

のも、国際 GIS センターを保有していることの強みだと思います。 

さらに、現在、環境省環境研究総合推進費事業にて、市町村ベースの脱炭素計画策定

の分析ツール（前述の Drawdown Japan）として、各種地図情報を統合したベースマップ

などを作成中で、これが来年度にも公開されるとのこと。それにより、将来は環境省の

環境アセスメントデータベース（EADAS）や再生可能エネルギー情報提供システム

（REPOS）、自治体排出量カルテ、東北大・中野研究室のエネルギーフロー図、千葉

https://www.kankyosoken.or.jp/
https://www.kankyosoken.or.jp/
http://kawamo.co.jp/roppon-ashi/sub649.htm
http://www.nawakon.jp/
https://www.chubu.ac.jp/news/16150/
https://www.chubu.ac.jp/news/16150/
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大・倉阪研究室のカーボンニュートラルシミュレーター、慶応大・山形研究室の都市地

域炭素マッピング、国立環境所の森林吸収マップや A-PLAT など関連するシステムをデ

ジタルアースプラットフォーム上に一元的に見れるようにしたいとのこと。そういった

基礎情報が、さらに国土交通省のプラトー（3D都市モデル）や土地利用調整総合支援ネ

ットワークシステム（LUCKY）、農林水産省の農林地データなどと統合され、脱炭素計

画策定ツールとして提供されるようになると、自治体の情報収集に係る負担も軽減さ

れ、地域脱炭素化の推進に役立つと思われます。そのようなツールを武器に、中山間地

域の生物多様性とカーボンニュートラルが両立したモデルの実現を、中部大学にはリー

ドしていくポテンシャルがあると感じられました。 

 

 


